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中 期 計 画

国立大学法人 愛知教育大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

① 学士課程における教員養成課程と現代学芸課程，大学院課程における教育学研究科と教育実

践研究科のアドミッションポリシーを策定又は見直しし明示する。

② 優れた資質・能力を持つ学生を確保するため，学士課程においては，受験者の能力・適性な

ど多面的に評価できる入試方法等の見直しや様々な広報活動を通して受験者増を図る。また，

大学院課程においては，学部直進者及び現職教員・社会人それぞれに対応した志願者増のため

の入試方法等の見直しや広報活動を展開する。

③ より分かりやすく的確な情報提供を行うため，受験案内を充実するとともに，多くの国から

の留学生に対応するため，複数の言語による受験案内用のＷｅｂサイトを充実する。

④ 学士課程においては，愛知教育大学の特性を活かし教育科学，教養教育，幅広い専門教育を

強化しそれぞれの関連性を深め，「学士力」を保証するため，教員養成課程では，教育科学，教

科教育及び教科専門間での連携を強化するなど体系的・計画的教員養成プログラムを構築する。

また，現代学芸課程では，リベラルアーツ教育を展開し，専門基礎教育の充実と国際通用性を

めざす教育課程全体の点検と必要に応じた見直しを行う。

愛知県にある教育大学として，特に科学・ものづくり教育，外国人児童生徒のための教育，

特別支援のための教育等の推進など，個性化を進めるための教育プログラムを構築する。

⑤ 大学院課程においては，高度専門職業人として教員の専門性と自律性の確立をめざした教育

課程の体系化を図る中で，履修カウンセリング等を取り入れ，多様な学習歴を踏まえた学生に

対応した体系性のある教育プログラムを開発する。

⑥ 教育創造開発機構の下，大学教育・教員養成開発センターを中心に，学習サポートシステム

を全学的に活用できるよう充実し，各授業における専門的内容の修得と同時に対話・表現力の

獲得を通してコミュニケーション力の向上など，学生参加型の多様な授業形態の実現を図る。

⑦ 担当教員グループで適切な授業目標と評価規準を設定し，成績結果を教員間で共有するなど，

成績評価の厳格化を進め，併せてＧＰＡ値の信頼性を高めることにより学習支援と指導のため

のＧＰＡ制度を充実する。また，公平な評価を保証するため，学生に成績結果の統計的情報を

公開する。

⑧ ＰＤＣＡサイクルにおけるチェック機能の役割として，授業アンケートを実施し，授業目標や

学生が獲得した成果について点検評価を行うとともに，卒業生及び修了生に対し，大学での教

育が一定の経年後にどのように活かされているのかについて追跡調査を実施する。
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⑨ 現職教員が大学院修了後，学校現場において十分にその成果が発揮できるようにするため，

Ｗｅｂや夏季休業時等を活用し，継続的な支援体制を構築する。

⑩ 修士論文に加えて卒業研究の概要の電子化を進め，広く学内外からの閲覧利用を可能にする。

⑪ 大学院生の１０％が国内外の学会での発表や学会誌等へ投稿できるよう指導を行う。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

① 現在の教育学部の規模及び課程を基礎に，愛知県内の出生数の変化や教員養成政策動向等を

踏まえ，教育組織及び学生の配置の見直し並びに教員組織の見直しを進め，より効率的・効果

的な教職員の配置を行い，教育効果を高める。

② 全員担当を基本とする現在の教養教育の実施体制について，教養科目の内容及びグループ体制の

再編を行い，教養教育を充実する。

③ 教育実践に深く関わる教員養成系共同大学院博士課程を設置する。

④ 学習サポートシステムを構築するための人的・物的支援環境を整備するとともに，多様な授

業形態に対応できる教室等の整備や授業空き時間帯の教室の有効活用を進め，併せて大学院生の研

究環境を改善するため，適切な学習スペースの確保を実現する。

⑤ 附属図書館のハイブリッド化を一層進めるとともに，大学全体の教育の現代化・高度化にふさ

わしい施設・設備の改善充実に努める。

⑥ 教員間で互いの授業を評価するとともに，学生による授業アンケート内容を再検討し，その結果

の教員へのフィードバックを迅速化し，教員はそれをもとに自己評価を行い，より一層の授業改善

を進める。そのため，専門性を持って取り組みに専念できる教職員の配置等の支援体制を構築

し，ＦＤ・ＳＤの推進を図る。また，これらの取組の成果に基づき，大学改革支援のための競

争的資金に積極的にチャレンジし，システム改善に役立てる。

⑦ 北海道教育大学，東京学芸大学及び大阪教育大学との連携を推進し，全国の教員養成教育の

諸課題に対応するための機構を設置し，その下に活動拠点としてセンターを置き，全国の教員

養成系大学・学部との交流の拠点とする。

⑧ 教育創造開発機構の下，教育科目等と教育実習の体系化を進め，教育実習の到達目標をより

明確にするとともに，教育実習の成果をきめ細かく把握し，教育実践に関わる教育の充実を図

るため，事前・事後の指導の充実及び実習時における実習校と連携しての学習支援を強化する。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

① 指導教員制，オフィスアワーを充実するとともに，入学から卒業・就職までのきめ細かい学

生への学習支援体制を整備する。特に，学習困難な学生への支援を強化し，退学率の逓減につ

なげる。

② 学生がスムーズに大学生活を踏み出せるように，入学時のオリエンテーション，履修指導及

び教員との交流の場などを工夫・充実する。
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③ 障害のある学生に対する支援のため，バリアフリー化を含む学習環境の整備，介助担当学生

の配置等を行う。

④ 生活相談，ハラスメント相談，健康支援・メンタルヘルス支援，経済的支援，課外活動支援，

ボランティア活動支援，及び学生生活上の支援などを全学的・組織的に行う。

⑤ 全国トップレベルにある教員養成課程新規学卒者の教員就職率を，維持・向上させるために

支援策を強化・改善する。

⑥ 企業や公務員等，学生の広範な進路希望に対応した進路先の開拓及び情報の提供等就職支援策の

充実改善を行うとともに，学生のキャリアデザインを含む包括的な就職支援に関する研修を行い，

教職員の意識改革を進める。

⑦ 国際交流センターを充実し，日本語教育を含む学習支援，国際語による授業開講，生活相談・

健康支援・メンタルヘルス支援・経済的支援等の生活支援，就職支援などの支援を行う。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

① 教員養成と教養教育を二本の柱とする愛知教育大学の特性を活かし，各研究者が多様な学問

分野において独創的で優れた研究を行う。

② 教育現場が直面する諸問題の解決に寄与するために，教員養成に関わる領域に重点的に取り

組み，各種研究プロジェクトを組織し，先進的な研究成果を生み出すことをめざす。

③ 「愛知教育大学学術情報リポジトリ」，「愛知教育大学研究者総覧システム」及び「愛知教育

大学出版会」を通して研究成果を広く社会へ公表するとともに，社会に対する提言・助言等を

積極的に行う。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

① 大きな成果が見込まれる研究課題やプロジェクト研究への重点的かつ弾力的な研究資金の配

分を行う。現有設備の使用状況を検証し，その整備を行うとともに，研究設備の共同利用を積

極的に推進する。また，科学研究費や受託研究費について，申請サポート体制を充実する。

② 個人評価調査票を活用して自己点検を行うとともに，特に優れた研究については，その成果

を広く社会に対して発信することで研究を活性化させる。また，研究集会の開催状況，外部資

金の受入状況なども積極的に公表する。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

① 地域連携センターを軸に，近隣市町村教育委員会との覚書に基づく連携の実績を踏まえ，近

隣市町村と新たに包括協定を締結することにより，連携協力を強化する。また，教育委員会と

の連携による教員研修及び研究指導のための教員派遣を行う。
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② 愛知教育大学の特性を活かした公開講座及び市町村等との連携講座などを開催するとともに，

学術講演会及びシンポジウムなどを愛知教員養成コンソーシアムの活用や関係団体との連携

により開催し，教育研究の成果を社会に還元する。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

① 留学生受入数１００人を目標に，広報宣伝を強化し，特に，教育研究基金の充実を図り，海

外協定校からの留学生の受入及び派遣数を増やす。

② 国際学術交流協定締結校を協定未締結地域に広げるなど，協定校を増やし，また，協定校と

の単位互換・ダブルディグリー制度，研究者交流を進める。 更に，ＪＩＣＡをはじめとする国

際関係機関等との連携により学生や研究者交流を推進し，国際化を進める。

③ 名古屋大学と三重大学等と連携してグローバル人材の育成に取り組む。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

① 附属学校園は，大学の実験校・実習校として，附属学校園の組織運営・業務運営の効率化を

図る中で，附属学校園教員と大学教員との共同による教育研究を推進しながら，人的・物的資

源の効果的かつ効率的活用をめざす。

② 附属学校園は，学部・大学院と共同で行う教育研究活動の成果を地域に向けて発信し，教育

内容・方法の開発及び教員研修等を地域の教育界と連携・協力しながら，先導的・実験的な取

組を推進する国レベルの拠点校及び地域のモデル校として寄与する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

① 学長のリーダーシップをより一層発揮できるよう，法人運営体制の見直しを行う。また，学

長裁量の教員及び経費を確保し，弾力的で機動的な人的・物的資源の配分を行う。

② 経営協議会の審議の一層の活性化を図り，併せて地元教育界等との意見交換の場や顧問会議

等での外部有識者の意見を法人の運営に活用する。

③ 組織運営の効率化や審議の継続性の観点から，各種委員会等の再編及び委員構成の見直しを

行う。

④ 監事監査，内部監査を計画的に実施し，その監査結果を法人の運営に反映させるシステムを

充実する。

⑤ 機動的・機能的な観点から，教育創造開発機構の下にセンターを配置するなど教育研究組織

の改組・再編を行う。

⑥ 大学の実験校・実習校としての役割を踏まえた附属学校園の見直しを行う。

⑦ 教職員の業績を適切に評価するシステムを整備する。
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２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

① 現在の３部１２課体制及び各附属学校園の事務組織の見直しを行い，スリム化・効率化に取

り組む。

② 全事務職員に研修の機会を与える。また，民間企業等で一定の経験を有するなど，専門的知

識・能力を持つ人材を登用する。

③ 事務の合理化・効率化の観点から，他大学との共同事務の導入の検討も含め，業務のアウト

ソーシング化を進めるとともに文書処理規程等の見直しを行い，決裁文書等の削減及び迅速化

を図る。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

① 研究者総覧をはじめ各種の情報媒体を通じて，教員の研究内容及び研究業績を積極的に

外部に発信し，科学研究費補助金，受託研究費，奨学寄附金などの外部資金の増額を図る。

特に，科学研究費補助金については，申請件数１００件，採択額１億円を目標とする。

② 学校現場や地域社会のニーズに合わせた公開講座及び心理教育相談等を充実させ，自己

収入を確保するとともに教育研究基金を一層充実する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

（１）人件費の削減に関する目標を達成するための措置

① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第

４７号）に基づき，国家公務員に準じた人件費改革に取り組み，平成１８年度から５年間にお

いて，△５%以上の人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２

００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件費改革

を平成２３年度まで継続する。

（２）人件費以外の経費の削減に関する目標を達成するための措置

① 業務の合理化，効率化を推進し，重複業務の点検や省エネルギー対策設備の導入に取り組み，

管理的経費を抑制する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

① 経営的視点から愛知教育大学の既存施設の地域開放や附属図書館の共同利用などを積極的に

推進し，研修施設の活用方策について，その在り方を見直す。

② 資金計画に基づき流動資産の安全かつ積極的運用により運用益を確保するなど資産の有効活

用を図る。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

① 評価対応組織を再構築し，評価結果の分析に基づき改善計画を策定するとともに，改善状況

を定期的に確認し，その成果を検証する。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

① 各種の大学情報をデータベース化し，インターネットその他広く提供することができる方法

を活用して情報公開や情報発信等を行う。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

① 環境報告書に温室効果ガスの削減目標を記載し，その達成に向けて自然エネルギーの活用等

全学的な省エネルギー化を進める。

② 理数系教員養成の推進と狭隘化解消のための総合研究棟の新設及び老朽化した教育研究棟の

改修などキャンパス整備６ヶ年計画を定め，学生・教職員のための魅力あるキャンパス環境の

整備に重点的に取り組む。

③ 共同利用スペースの整備を計画的に実施し，既存施設を有効活用する。

④ 国レベルの拠点校及び地域のモデル校としてふさわしい附属学校園の施設・設備を充実する。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

① 発生することが予想される東海地震及び東南海地震への安全対策や防災訓練，防犯訓練等の

安全管理に関わる諸活動を行う中で，全構成員に対し危機管理意識の徹底を図る。

② あらゆる危機に対応するための包括的危機管理マニュアルの点検整備を計画的に行う。

③ 情報セキュリティに対する侵害の阻止及び情報資産の適切な管理・保護を推進するため，定

期的に情報基盤を見直しするとともに，全構成員に対し情報セキュリティ対策に関する教育と

支援を行う。

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

① 法令遵守に係る検証体制の整備を図るとともに，個人情報漏えい，不正経理，各種ハラスメ

ント等の，法令遵守に関わる研修会を開催する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

別紙参照
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Ⅶ 短期借入金の限度額

○短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１４億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

ることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

○重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

１ 重要な財産を譲渡する計画

・椛の湖研修施設の土地及び建物（岐阜県中津川市上野字椛の木５８７番１）を譲渡する。

２ 重要な財産を担保に供する計画

・重要な財産を担保に供する計画はない。

Ⅸ 剰余金の使途

○剰余金の使途

・決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質の向上，学生生活支援の充実，教育研究

環境の整備及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

職員宿舎改修事業

小規模改修

総額

４１０

長期借入金

（２００百万円）

国立大学財務・経営センター施設費交付金

（２１０百万円）

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要な業務

の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追

加されることもある。

（注２）小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同額として試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営センター

施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，

具体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において決定される。
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２ 人事に関する計画

① 教員の配置等においては，総人件費管理制（ポイント制）に移行するなど，管理方式の改善

を進める。学長裁量ポイントを確保するなど，学長裁量の教員を確保し，弾力的で機動的な人

的資源の配分を行う。

② 教職大学院での実務家教員の愛知県教育委員会・名古屋市教育委員会及び附属学校からの任

期付き派遣教員による人事交流を行う。また，附属学校教員の採用等においては，附属学校園

が大学の実験校・実習校であるとの位置づけを踏まえ，公立学校等との人事交流を含め，広く

人材の確保に努める。

③ 事務職員については，全事務職員に研修の機会を与えるとともに，他機関との人事交流を積

極的に行い，資質の向上に努める。また，民間企業等において一定の経験を有するなど，専門

的な知識・能力を持った人材を積極的に登用するなど，職員の専門職化及び組織の活性化に努

める。

④ 個性化を推進し，重点的取組を強化するため，任期付きの教員・研究員・専門職員等の多様

な職種の採用，並びに海外及び国内の教育研究機関との人事交流などを可能とする人事計画を

進める。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み ３４，３１６百万円 （退職手当は除く。）

３ 中期目標期間を超える債務負担

○中期目標期間を超える債務負担

（長期借入金）

（単位：百万円）

年度

財源
H22 H23 H24 H25 H26 H27

中期目標

期間小計

次期以降

償 還 額

総 債 務

償 還 額

長期借入金償還金

（民間金融機関）
－ － － － 10 10 20 180 200

（注）金額については見込みであり，業務の実施状況等により変更されることもある。

４ 積立金の使途

○積立金の使途

・前中期目標期間繰越積立金については，教育研究に係る業務及びその附帯業務の財源に充て

る。
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

１．予 算

平成22年度 ～ 平成27年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金

施設整備費補助金

船舶建造費補助金

国立大学財務・経営センター施設費交付金

自己収入

授業料及び入学料検定料収入

附属病院収入

財産処分収入

雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

長期借入金収入

計

【暫定】【30,671】 31,233

0

0

210

15,756

15,421

0

0

335

525

0

【暫定】【47,162】 47,724

支出

業務費

教育研究経費

診療経費

施設整備費

船舶建造費

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

長期借入金償還金

計

【暫定】【46,427】 46,989

【暫定】【46,427】 46,989

0

210

0

525

0

【暫定】【47,162】 47,724

※各区分【暫定】の額は大学改革促進係数を反映した額，その右側には反映していない額を記載。

※【諸係数】中「α（アルファ）：大学改革促進係数。」にも【暫定】と付記した。

［人件費の見積り］

中期目標期間中総額 34,316百万円を支出する。（退職手当は除く。）

注）人件費の見積りについては，平成23年度以降は平成22年度の人件費見積り額を踏まえ試算して

いる。

注）退職手当については，国立大学法人愛知教育大学職員退職手当規程に基づいて支給することと

するが，運営費交付金として交付される金額については，各事業年度の予算編成過程において国

家公務員退職手当法に準じて算定される。

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。



10

［運営費交付金の算定方法］

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は，以下の事業区分に基づき，それぞれに対応した数式に

より算定して決定する。

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕

①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度に

おけるＥ（ｙ）。

・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち，設置基準に基づく教員にかかる給与

費相当額及び教育研究経費相当額。

・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち，標準法に基づく教員にかかる給与費相当

額。

②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度に

おけるＦ（ｙ）。

・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件

費相当額及び教育研究経費。

・ 附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。

・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。

〔一般運営費交付金対象収入〕

③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及び収

容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成22年度入学料免除率で算出される免除相当

額及び平成22年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外。）

④「その他収入」：検定料収入，入学料収入（入学定員超過分等），授業料収入（収容定員超過

分等）及び雑収入。平成22年度予算額を基準とし，第２期中期目標期間中は同額。

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕

⑤「特別経費」：特別経費として，当該事業年度において措置する経費。

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕

⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として，当該事業年度において措置する経費。

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）

１．毎事業年度の一般運営費交付金は，以下の数式により算定する。

Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）

（１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数）

（２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝×β（係数）± Ｓ(ｙ）± Ｔ(ｙ）± Ｕ(ｙ）

（３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）

------------------------------------------------------------------------------------------
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Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。

Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。

Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③），その他収入（④）を対象。

Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。

新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程において当

該事業年度における具体的な額を決定する。

Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。

学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す

る。

Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。

施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す

る。

２．毎事業年度の特別運営費交付金は，以下の数式により算定する。

Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）

------------------------------------------------------------------------------------------

Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお，本経費には新たな政策課題等に対応するために必要と

なる経費を含み，当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年度におけ

る具体的な額を決定する。

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は，以下の数式により算定する。

Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ）

------------------------------------------------------------------------------------------

Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお，本経費には新たな政策課題等に対応するために必

要となる経費を含み，当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年度に

おける具体的な額を決定する。

【諸係数】

α（アルファ）：大学改革促進係数。 【暫定】

第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業の見直し等

を通じた大学改革を促進するための係数。

現時点では確定していないため，便宜上平成22年度予算編成時と同様の考え方で△

1.0％とする。

なお，平成23年度以降については，今後の予算編成過程において具体的な係数値を

決定する。

β（ベータ）：教育研究政策係数。

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に

応じ運用するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定

する。
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注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき，一定の仮定の下に試算されたもので

あり，各事業年度の運営費交付金については，予算編成過程において決定される。

なお，「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については，平成23年度以降は平成

22年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため，

具体的な額については，各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）国立大学財務・経営センター施設費交付金は，「施設・設備に関する計画」に記載した額を計

上している。

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，平成22年度の受入見込額に

より試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は，版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費及び施設整備費については，中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支出予定額を

計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は，産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行わ

れる事業経費を計上している。

注）上記算定方法に基づく試算においては，「教育研究政策係数」は１とし，「政策課題等対応補正

額」，「教育研究組織調整額」及び「施設面積調整額」については，０として試算している。
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２．収支計画

平成22年度 ～ 平成27年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用

業務費

教育研究経費

診療経費

受託研究費等

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

財務費用

雑損

減価償却費

臨時損失

収入の部

経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

附属病院収益

受託研究等収益

寄附金収益

財務収益

雑益

資産見返負債戻入

臨時利益

純利益

総利益

【暫定】【46,953】 47,515

【暫定】【46,953】 47,515

【暫定】【45,663】 46,225

【暫定】【 7,988】 8,550

0

297

462

29,451

7,465

728

0

0

562

0

【暫定】【46,953】 47,515

【暫定】【46,953】 47,515

【暫定】【30,592】 31,154

12,580

1,969

424

0

297

194

29

306

562

0

0

0

※各区分【暫定】の額は大学改革促進係数を反映した額，その右側には反映していない額を記載。

注）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成22年度 ～ 平成27年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

次期中期目標期間への繰越金

資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

授業料及び入学料検定料による収入

附属病院収入

受託研究等収入

寄附金収入

その他の収入

投資活動による収入

施設費による収入

その他の収入

財務活動による収入

前期中期目標期間よりの繰越金

【暫定】【47,505】 48,067

【暫定】【46,134】 46,696

1,028

0

343

【暫定】【47,505】 48,067

【暫定】【46,952】 47,514

【暫定】【30,671】 31,233

15,421

0

297

229

334

210

210

0

0

343

※各区分【暫定】の額は大学改革促進係数を反映した額，その右側には反映していない額を記載。

注）施設費による収入には，独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業に

かかる交付金を含む。
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別表（収容定員）

平

成

22

年

度

教育学部 3,500人 （うち教員養成に係る分野 2,572人）

教育学研究科 200人 （うち修士課程 200人）

教育実践研究科 100人 （うち専門職学位課程 100人）

平

成

23

年

度

教育学部 3,500人 （うち教員養成に係る分野 2,572人）

教育学研究科 200人 （うち修士課程 200人）

教育実践研究科 100人 （うち専門職学位課程 100人）

平

成

24

年

度

教育学部 3,500人 （うち教員養成に係る分野 2,572人）

教育学研究科 204人 うち修士課程 200人

後期３年博士課程 4人

教育実践研究科 100人 （うち専門職学位課程 100人）

平

成

25

年

度

教育学部 3,500人 （うち教員養成に係る分野 2,572人）

教育学研究科 208人 うち修士課程 200人

後期３年博士課程 8人

教育実践研究科 100人 （うち専門職学位課程 100人）

平

成

26

年

度

教育学部 3,500人 （うち教員養成に係る分野 2,572人）

教育学研究科 212人 うち修士課程 200人

後期３年博士課程 12人

教育実践研究科 100人 （うち専門職学位課程 100人）

平

成

27

年

度

教育学部 3,500人 （うち教員養成に係る分野 2,572人）

教育学研究科 212人 うち修士課程 200人

後期３年博士課程 12人

教育実践研究科 100人 （うち専門職学位課程 100人）


